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令和８年度 曽於市当初予算(案)説明資料 

 

当初予算編成にあたって 

 

　私は市長就任２年目を迎えるにあたり、市民の皆様と約束しました公約の実現に向けて、

引き続き誠心誠意取り組んでまいる所存でございます。 

まず、持続的な「健全財政」に向けた、自主財源確保のため、「ふるさと納税３０億円」

の目標を掲げ、活動内容の充実を図りながら全力で取り組んでまいります。ふるさと納税

につきましては、現在までに全国から多くの寄附金をいただいており、御礼として本市の

特産品を贈呈しております。令和７年４月から令和８年１月までの１０か月間で、約６万

６千件、約１４億円の寄附金をいただいており、令和８年３月末には、総額で約１５億円

を見込んでおります。曽於市を応援していただきました全国の皆様に心より感謝申し上げ

ます。令和８年度は、寄附額の目標を１９億円とし、本市の全国的なＰＲと地域活性化に

努めてまいります。 

次に「産業の振興」について、農業分野では、新規就農者支援対策の強化を図るため、

農業後継者等育成対策事業について、５５歳までの対象者の年齢制限と所得額制限を撤廃

し、新たな担い手育成確保を図ります。また、これからのスマート農業の推進を図るため、

農業機械導入に向けた支援を行い、生産性の向上を図るとともに栽培面積の拡充に取り組

みます。さらに、地域資源である良質な堆肥を活用した環境保全型農業の推進にも引き続

き取り組んでまいります。 

商工業分野も、商工業後継者育成事業について、年齢・所得制限を撤廃し、新規就業者

への支援強化を図ってまいります。 

本市の基幹産業である畜産は、農畜産物生産実績において約８２％を占め、食糧供給基

地としての重要な役割を担っております。今後もＪＡ等各関係機関団体との連携を図りな

がら、畜産振興に努め、生産基盤の維持拡大に努めてまいります。 

次に「雇用の創出」については、都城末吉道路及び曽於志布志道路の整備を見据え、新

たな工業団地整備に向けた産業用地整備アドバイザリー事業を導入し今後の企業誘致を推

進します。また、市内企業の人材確保を支援するため、地元企業と連携したインターンシ

ップの促進を図るとともに、市内立地企業で構成する「立地企業懇話会」と今後も連携し

ながら、市内企業の魅力発信や合同企業説明会なども引き続き取り組んでまいります。 

雇用の促進に繋げるためには、定住促進対策が重要であることから、住環境整備に向け

た取り組みや若者が安心して暮らせるよう、新たに奨学金返還支援制度を設けます。 

次に「子育て支援」については、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対し母子保健・児

童福祉機能が一体的に相談支援を行う「こども家庭センター」の機能充実を図ります。 

保育料は、保護者の経済的負担軽減のため、全年齢での無償化を引き続き実施してまい

ります。 
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また、こどもの誕生を祝福するとともに、経済的及び子育て支援として、出生届出時か

ら１歳児相談時までの乳幼児を対象に、おむつと粉ミルクの支給を開始します。安全・安

心な子育て環境を整備するため、小児科施設支援及び運営費補助金により、小児科医の誘

致を推進し、医療体制の促進に取り組みます。 

教育分野では、老朽化した末吉小学校の改築工事を継続するとともに、自立する力と共

感する心を育てる学校教育の充実に向けた取り組みを行ってまいります。本市唯一の高校

である曽於高校については、通学に対する支援の拡充を図るとともに、曽於高校との連携

による高等教育の高度化支援も進めてまいります。 

また、今年度から新たに新 1 年生として小・中学校等へ入学する児童・生徒へ必要な支

援を行う小学生・中学生の入学おめでとう祝金制度の創設として、スクールスタートアッ

プ事業を開始します。 

次に「高齢者福祉の充実」については、高齢者の健康づくりや社会参加活動を進めるた

め、通いの場である体操教室などの地域活動の推進に努めるとともに、健康寿命延伸のた

め特定健診受診率や特定保健指導実施率の向上に努め、住み慣れた地域で安心して生活が

できるよう、訪問給食サービスや在宅介護支援など各種支援事業の充実を図ってまいりま

す。地域の交通政策として、思いやりタクシー・バスについては、高齢者の重要な移動手

段であることから、今後も持続可能な公共交通網の形成に向けた取り組みを行ってまいり

ます。また、市が指定する４地区のコミュニティ協議会へ運行業務を委託する共助による

モデル事業に取り組みます。 

次に「観光振興」については、曽於市観光協会を核とした観光地域づくりを進めること

で、持続可能で発展的な観光振興と特産品の販売に努めます。さらに、道の駅やキャンプ

場など既存の観光施設を充実させ、五感で魅力を味わう体験型観光など、ニーズに対応し

た着地型旅行商品などの観光メニューを拡充し、曽於市の交流人口増に努めます。 

また、南九州畜産獣医学拠点(「SKLV」(スクラブ))と連携した観光ルートの整備や高規

格道路圏の連携による広域観光ルートの構築をはじめ、地域資源の活用も含めた新たな魅

力の創出を図ります。 

次に「スポーツ振興と文化の継承」については、生涯スポーツの振興と若い世代の競技

力の向上を図るため、スポーツ備品の購入や大会出場への支援を行います。また、幅広い

年齢層からの社会参加や心身の健康促進、交流を行う活動として新たにＵＤe スポーツに

取り組みます。文化の継承においては、国の重要無形民俗文化財として指定された弥五郎

どん祭りをはじめ、今後も地域に残る文化財や郷土芸能の保存・継承に努め、本市の歴史

と伝統を守ってまいります。また、地域文化の保存や継承など重要な役割を担う市史編纂

事業に取り組みます。 

次に「防災対策」については、南海トラフ地震に備え、地域全体の防災力を強化するた

め、自主防災組織との連携を推進するとともに、災害時における対応能力を向上させ市の

防災体制の強化を図ります。また、インフラの補修整備や自然災害を未然に防止するため

の社会基盤整備に取り組みます。 
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増減額 増減率

(A) (B) （C)＝（A)-(B) （C)/（B)×100

千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％

27,750,000 27,040,000 710,000 2.6 0.5 2.5 1.1

2
国民健康保険
特別会計

5,428,636 5,443,551 △ 14,915 △ 0.3 △ 1.8 △ 0.1 △ 1.2

3
後期高齢者医療
特別会計

777,166 709,757 67,409 9.5 0.0 10.1 △ 1.0

4
介護保険
特別会計

5,643,017 5,561,387 81,630 1.5 △ 1.0 △ 5.7 △ 0.0

5
生活排水処理事業
特別会計

59,549 65,018 △ 5,469 △ 8.4 △ 5.2 1.9 △ 1.6

11,908,368 11,779,713 128,655 1.1 △ 1.4 △ 2.3 0.6

1,094,010 1,044,714 49,296 4.7 22.6 △ 20.5 8.3

757,069 418,378 338,691 81.0 26.2 △ 23.1 34.8

41,509,447 40,282,805 1,226,642 3.0 0.6 0.1 △ 1.9

比較 参考

  1　一般会計

小　　　　　計

 6　水道事業

 7  公共下水道事業

合　　　　　計

区分
令和８年度 令和７年度

７/６ ６/５ ５/４

企
業
会
計

特
別
会
計

⑴　令和８年度当初予算編成方針 

令和８年度の予算編成につきましては、限られた財源の中で、市民の皆様の声に耳を傾

け、市民の皆様と対話し、市民の皆様の暮らしと福祉を守り、「子どもたちが帰ってきた

くなるまちづくり」を職員と一体となって実現するため、健全財政、産業の振興、雇用の

創出、子育て支援、高齢者福祉の充実、観光振興、スポーツ振興と文化の継承、防災対策

を８つの柱として予算を編成しました。 

 

⑵　予算規模 

①　会計別予算前年度比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②　当初予算規模の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　　分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和８年度

一般会計 26,905,000 26,875,000 25,989,776 26,270,000 26,915,592 27,040,000 27,750,000

増減額 3,475,000 △ 30,000 △ 885,224 280,224 645,592 124,408 710,000

増減率 14.8% -0.1% -3.3% 1.1% 2.5% 0.5% 2.6%

特別会計

国民健康保険特別会計 5,498,573 5,642,365 5,621,219 5,552,453 5,545,944 5,443,551 5,428,636

後期高齢者医療特別会計 619,080 619,492 650,959 644,326 709,553 709,757 777,166

介護保険特別会計 5,640,276 5,851,918 5,959,609 5,959,396 5,619,903 5,561,387 5,643,017

公共下水道事業特別会計 企業会計へ移行 - - - - - -

生活排水処理事業特別会計 117,374 112,795 68,374 67,276 68,574 65,018 59,549

笠木簡易水道事業 水道事業会計に統合 - - - - - -

一般会計＋特別会計 38,780,303 39,101,570 38,289,937 38,493,451 38,859,566 38,819,713 39,658,368

増減額 3,362,821 321,267 △ 811,633 203,514 366,115 △ 39,853 838,655

増減率 9.5% 0.8% -2.1% 0.5% 1.0% -0.1% 2.2%
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⑶　一般会計 

　①　予算規模 

  　　令和８年度一般会計当初予算の規模は、令和７年度当初予算に対して、 

７１０，０００千円、２．６％増の２７，７５０，０００千円となりました。 

 

　②　歳入 

　　・前年度比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

　市税は、法人税の均等割や固定資産税の家屋等の増により、１．０％増の３，３３７，

３９３千円を計上し、地方交付税の普通交付税は、前年度実績等を考慮して算定し、３．

６％増の８，１１７，１９７千円を計上しました。国庫支出金は、学校施設環境改善交付

金や障害者自立支援給付費国庫負担金等の増により、１０．７％増の３，６３４，２８８

千円を計上し、県支出金は、活動火山周辺地域防災営農対策事業費補助金や乳幼児医療費

助成事業費補助金等の増により、１０．０％増の２，１９２，２１３千円を計上しました。

寄附金は、思いやりふるさと寄附金等の増により、２６．５％増の１，９１１，５０３千

円を計上しました。繰入金は、思いやりふるさと基金繰入金や過疎地域持続的発展特別事

業基金繰入金等の減により、１０．９％減の３，６７１，４４６千円を計上し、諸収入は、

デジタル基盤改革支援補助金等の減により、３９．３％減の１６７，０６９千円を計上し

ました。市債は、本庁舎改修事業等の減により、２．８％減の２，４８８，４００千円を

計上しました。 

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 市　税 3,337,393 12.0 3,304,746 12.2 32,647 1.0

2 地方譲与税 323,913 1.2 315,252 1.2 8,661 2.7

3 利子割交付金 4,221 0.0 700 0.0 3,521 503.0

4 配当割交付金 11,689 0.0 8,000 0.0 3,689 46.1

5 株式等譲渡所得割交付金 16,442 0.1 10,400 0.0 6,042 58.1

6 法人事業税交付金 50,300 0.2 51,600 0.2 △ 1,300 △ 2.5

7 地方消費税交付金 843,970 3.0 776,700 2.9 67,270 8.7

8 環境性能割交付金 17,275 0.1 19,000 0.1 △ 1,725 △ 9.1

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,700 0.0 2,700 0.0 0 0.0

10 地方特例交付金 18,923 0.1 20,000 0.1 △ 1,077 △ 5.4

11 地方交付税 8,417,197 30.3 8,133,884 30.1 283,313 3.5

12 交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,300 0.0 △ 300 △ 9.1

13 分担金及び負担金 105,188 0.4 103,169 0.4 2,019 2.0

14 使用料及び手数料 252,960 0.9 256,141 0.9 △ 3,181 △ 1.2

15 国庫支出金 3,634,288 13.1 3,281,861 12.1 352,427 10.7

16 県支出金 2,192,213 7.9 1,993,583 7.4 198,630 10.0

17 財産収入 179,910 0.6 244,273 0.9 △ 64,363 △ 26.3

18 寄附金 1,911,503 6.9 1,510,503 5.6 401,000 26.5

19 繰入金 3,671,446 13.2 4,119,956 15.2 △ 448,510 △ 10.9

20 繰越金 100,000 0.4 50,000 0.2 50,000 100.0

21 諸収入 167,069 0.6 275,132 1.0 △ 108,063 △ 39.3

22 市　債 2,488,400 9.0 2,559,100 9.5 △ 70,700 △ 2.8

27,750,000 100.0 27,040,000 100.0 710,000 2.6

令和８年度 令和７年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

款
構成比 構成比 増減率
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　③　歳出 

　　・目的別前年度比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

　総務費は、本庁舎大規模改修事業や電子計算機システム管理費等の減により、２３．０％

減の２，４４５，６８７千円、民生費は、障害福祉サービス費等の増により、１．５％増

の８，５３８，８９４千円、衛生費は、クリーンセンター管理費等の増により、１０．５％

増の１，５１３，７７９千円を計上しました。農林水産業費は、活動火山周辺地域防災営

農対策事業等の増により、７．７％増の２，２８５，０７０千円、商工費は、思いやりふ

るさと寄附金推進事業等の増により、２０．５％増の３，３７５，６１６千円、土木費は、

市道整備事業等の増により、１．８％増の１，８４６，８３８千円を計上しました。消防

費は、消防設備整備事業等の減により、３．４％減の９００，６６４千円、教育費は、末

吉小学校改築事業や中学校施設整備事業等の増により、１５．６％増の３，７８１，８５

２千円、公債費は、地方債償還元金の減により、３．１％減の２，８２１，７７０千円を

計上しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 議会費 182,015 0.7 177,085 0.7 4,930 2.8

2 総務費 2,445,687 8.8 3,176,644 11.7 △ 730,957 △ 23.0

3 民生費 8,538,894 30.8 8,409,642 31.1 129,252 1.5

4 衛生費 1,513,779 5.4 1,369,539 5.1 144,240 10.5

5 労働費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

6 農林水産業費 2,285,070 8.2 2,121,126 7.8 163,944 7.7

7 商工費 3,375,616 12.2 2,800,640 10.4 574,976 20.5

8 土木費 1,846,838 6.7 1,814,695 6.7 32,143 1.8

9 消防費 900,664 3.2 932,767 3.4 △ 32,103 △ 3.4

10 教育費 3,781,852 13.6 3,270,759 12.1 511,093 15.6

11 災害復旧費 27,815 0.1 26,140 0.1 1,675 6.4

12 公債費 2,821,770 10.2 2,910,963 10.8 △ 89,193 △ 3.1

13 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

27,750,000 100.0 27,040,000 100.0 710,000 2.6

令和８年度 令和７年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率
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　　・性質別前年度比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（概要） 

  　人件費は、職員給及び会計年度任用職員報酬等の増により、１．６％増の３，４９５，

３６１千円となり、物件費は、思いやりふるさと寄附金推進事業の特産品 PR 推進委託料

等の増により、８．８％増の５，１７４，３３２千円を計上しました。維持補修費は、道

路維持費等の減により、６４．９％減の１２７，７７５千円、補助費等は、学校給食費

負担軽減補助金等の減により、６．６％減の２，６７２，２９３千円を計上しました。

普通建設事業費は、末吉小学校改築工事等の増により、８．８％増の４，０３６，９８

４千円、公債費は、償還元金の減により、３．１％減の２，８２１，７７０千円を計上し

ました。積立金は、思いやりふるさと基金積立金等の増により、２５．４％増の２，０

２１，８８４千円を計上しました。  

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

 1 人件費 3,495,361 12.6 3,439,718 12.7 55,643 1.6

 2 物件費 5,174,332 18.7 4,754,881 17.6 419,451 8.8

 3 維持補修費 127,775 0.4 364,036 1.3 △ 236,261 △ 64.9

 4 扶助費 4,891,973 17.6 4,868,694 18.0 23,279 0.5

 5 補助費等 2,672,293 9.6 2,861,369 10.6 △ 189,076 △ 6.6

（消費的経費合計） 16,361,734 58.9 16,288,698 60.2 73,036 0.4

 6 普通建設事業費 4,036,984 14.6 3,711,592 13.7 325,392 8.8

    (1) 補助事業費 2,385,548 8.6 1,248,039 4.6 1,137,509 91.1

    (2) 単独事業費 1,425,271 5.1 2,216,060 8.2 △ 790,789 △ 35.7

    (3) 国直轄事業負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

    (4) 県営事業負担金 226,165 0.8 247,493 0.9 △ 21,328 △ 8.6

 7 災害復旧事業費 27,815 0.1 26,140 0.1 1,675 6.4

（投資的経費計） 4,064,799 14.7 3,737,732 13.8 327,067 8.8

 8 公債費 2,821,770 10.2 2,910,963 10.8 △ 89,193 △ 3.1

 9 積立金 2,021,884 7.3 1,612,535 6.0 409,349 25.4

10 投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

11 繰出金 2,449,813 8.8 2,460,072 9.1 △ 10,259 △ 0.4

12 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

（その他の経費合計） 7,323,467 26.4 7,013,570 26.0 309,897 4.4

27,750,000 100.0 27,040,000 100.0 710,000 2.6

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

そ
の
他
の
経
費

消
費
的
経
費

投
資
的
経
費
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　④　特定目的基金の状況 

　 

  ・当初予算編成時の基金繰入状況　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

　　 

 

・令和８年度当初予算編成後及び各年度決算による基金残高の推移 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 年度　 3 年度 　4 年度  5 年度　6 年度　7年度　8 年度 

区　　 　分
令和８年度

　当初予算（A)
令和７年度

　当初予算（A)
増減額

（A)-(B)
増減率

千円 千円 千円 ％

財 政 調 整 基 金 981,160 980,966 194 0.0

その他特定目的基金 2,688,370 3,138,988 △ 450,618 △ 14.4

合　　　　計 3,669,530 4,119,954 △ 450,424 △ 10.9

基金名 2年度末 3年度末 4年度末 5年度末 6年度末
7年度
見込み

8年度
当初予算後

1 財政調整基金 2,959,909 2,994,178 3,040,509 2,964,754 2,994,556 2,673,707 1,700,273

2 減債基金 710,515 710,870 711,225 711,584 712,127 713,609 715,035

3 ふるさと開発基金 1,148,080 1,503,598 1,557,213 1,577,945 1,521,147 1,211,800 914,221

4 その他の基金 5,536,854 5,347,756 5,338,545 5,528,626 5,314,492 4,592,468 4,214,409

10,355,358 10,556,402 10,647,492 10,782,909 10,542,322 9,191,584 7,543,938

257,486 201,044 91,090 135,417 △ 240,587 △ 1,350,738 △ 1,647,646

計

対前年度増減額

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

その他の基金

ふるさと開発基金

減債基金

財政調整基金
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⑤　市債の状況 

 

　・市債の発行額の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市債の借入残高の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 年度　　3 年度 　 4 年度  　 5 年度　　6 年度　  7 年度　　8 年度 

2年度決算 3年度決算 4年度決算 5年度決算 6年度決算 7年度見込み ８年度当初予算

臨時財政対策債 391,800 364,300 133,800 59,400 29,200 0 0

臨財債を除く市債額 3,685,700 2,827,300 3,480,200 3,052,100 4,055,400 3,783,100 2,488,400

合  計 4,077,500 3,191,600 3,614,000 3,111,500 4,084,600 3,783,100 2,488,400

対前年度増減額 1,100,100 △ 885,900 422,400 △ 502,500 973,100 △ 301,500 △ 1,294,700

増減率 36.9% -21.7% 13.2% -13.9% 31.3% -7.4% -34.2%

2年度決算 3年度決算 4年度決算 5年度決算 6年度決算 7年度見込み ８年度当初予算

臨時財政対策債 7,130,229 6,775,054 6,204,487 5,622,461 5,068,313 4,514,461 3,991,647

臨財債を除く市債残高 18,644,373 18,904,128 19,982,264 21,016,709 22,784,156 24,130,730 24,502,020

合  計 25,774,602 25,679,182 26,186,751 26,639,170 27,852,469 28,645,191 28,493,667

対前年度増減額 987,393 △ 95,420 507,569 452,419 1,213,299 792,722 △ 151,524

増減率 4.0% -0.4% 2.0% 1.7% 4.6% 2.8% -0.5%

臨財債を除く市債
残高増減率

7.4% 1.4% 5.7% 5.2% 8.4% 5.9% 1.5%

2,000,000

7,000,000

12,000,000

17,000,000

22,000,000

27,000,000

臨財債を除く市債残高

臨時財政対策債
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⑥　主要事業                               　　　　　　 （●印は重点事業、★印は新規事業） 

 

【総務課】 
 
ア　交通安全・防犯対策（１０，３２６千円） 
 (ｱ)　各種団体や曽於警察署等との連携のもと交通安全教育や街頭指導、広報活動等を実施する。また、

年２回、大規模な立哨活動を実施する。 
 (ｲ)　官民が一体となった犯罪や事故等の未然防止により、住みよい安全・安心なまちづくりの実現に向

けた積極的な取り組みを実施するため、防犯灯設置に対する助成を行う。（１，２８０千円） 
 (ｳ)　犯罪抑止及び犯罪、行方不明者捜索等の早期解決を実現し、市民の安全・安心を図る。 
 　⑴　市内９か所に設置した防犯カメラの適正な運用及び啓発を図る。（２，００５千円） 
 　⑵　市民が安全で安心して暮らすことができるまちづくりを推進するため、「曽於市安全安心協会」 

への支援を行い、市民の日常生活に危険を及ぼす犯罪・事故・災害のない明るい社会を構築する。 
（３，６００千円） 

  
イ　電子計算機システム管理費（１６１，７８８千円） 
  　デジタル庁が進める標準準拠システムへ移行した基幹業務システムの安定稼働に努め、行政サービ

スの継続提供に努める。 
 
ウ　消防・防災対策（９００，６６４千円） 
 (ｱ)　災害、火災等を想定した安全安心なまちづくりを推進する。 
　　⑴　大隅曽於地区消防組合の常備消防体制の維持・強化 
　　⑵　地域の消防団等の活動拠点の整備 
　　　 ・消防施設の充実、消火栓設置工事、防火水槽設置工事 
　　　 ・消防分団装備の充実（５５，３５５千円） 
　　　　　消防車両２台（財部中央分団、大隅北分団） 
　　⑶　消防団員の確保及び緊急事態への即座の対応 

　・消防団員の自動車運転免許取得補助制度の継続（４００千円） 
・消防団員の処遇改善のため分団交付金の創設を行い、新規団員の確保等による地域の安全を 

　図る。（４，２２０千円） 
　　⑷　防災対策の充実 
　　　●・公民館単位の自主防災組織の育成及び連絡会組織の充実により、防災意識の向上を図る。 
　　　　・災害を想定した訓練の実施 
　　　　・災害対策用品の購入（２，９００千円） 
　　　　・届出避難所登録に伴う用品購入（４８３千円） 
 
エ　情報発信事業  （７２，５９６千円） 
   (ｱ)　市報そお、市公式ホームページ、イベント情報集約サイト、各種ＳＮＳやテレビＣＭ等により 

曽於市の情報を発信する。なお、導入から１０年経過した市公式ホームページは、リニューアルを 
行い、より見やすく探しやすいホームページを構築することで、更なる情報内容の充実を図る。 

　 (ｲ)　コミュニティ FM放送局の運営（２３，０００千円） 

　　  　行政の情報伝達手段として、コミュニティＦＭ放送局より、地域の小さい話題や行政からの情

報、市民の暮らしに役立つ情報などを伝えるとともに、災害発生情報や防災に関する情報を早く広

く伝える。 

　 　　　 

 

【監査委員事務局・選挙管理委員会】 

 

選挙費（８，１７５千円） 

 公正な選挙の執行と投票率向上を推進する。 

　●　鹿児島県議会議員選挙準備（令和９年４月執行予定） 
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【企画政策課】 

 

●ア　曽於市総合振興計画に基づく施策の推進及び進行管理 

令和７年度をもって計画期間が終了する「第２次曽於市総合振興計画」に代わり、令和８年３月に

新たに「第３次曽於市総合振興計画」を策定し、令和８年度から令和 17年度までの 10年間を計画期

間として取組を進めます。 

本計画は、社会経済情勢の変化や時代の潮流を踏まえ、将来像を「豊かな大地と　人の絆が　未来

につながるまち　曽於」と定め、その実現に向けて７つの政策を体系的に整理した、本市の最上位計

画です。 

総合的かつ計画的なまちづくりを推進するとともに、各分野の施策を着実に展開し、将来にわたっ

て持続可能な市政運営を図ります。 

 

イ　まち・ひと・しごと創生に関する施策の推進 

 ●(ｱ)　地域創生を核とした曽於市のまち・ひと・しごと創生に関する施策を推進する。 

令和８年３月に策定する「第３期曽於市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、国の「地

方創生 2.0」の方向性を踏まえながら、「子どもたちが『また帰りたい』と思い、市民みんなが誇

りを持って暮らせるまち」を地域ビジョンに、５つの目標・基本方向のもと関係施策を総合的か

つ計画的に展開します。 

 (ｲ)　デジタル実装推進事業（４，３０７千円） 

⑴　国の「地方創生に関する総合戦略（地方創生 2.0）」の方向性を踏まえ、デジタル技術を活

用して行政サービスの利便性向上や地域課題の解決を図ります。 

⑵　既存のデジタルサービスの利用促進や運用改善を進め、市民や事業者にとって身近で使いや

すい仕組みとして定着させ、暮らしやすさと地域の魅力向上につなげます。 

 ●(ｳ)　企業版ふるさと納税寄附金の活用（２，３０７千円） 

⑴　地方創生の取り組みの更なる充実に向け、企業版ふるさと納税制度の周知を図る。 

⑵　企業版ふるさと納税寄附企業に対し、本市との新たなパートナーシップを構築する。 

 

●ウ　定住促進対策事業（７０，２３９千円） 

 　(ｱ)　曽於市の魅力や暮らしの特色を発信し、移住体験ツアーの実施を通じて、移住・定住につなが

る移住交流事業の促進を図る。 

⑴　オーダーメイド型移住体験ツアーの実施 

 　(ｲ)　定住促進に向けた対策を実施する。 

⑴　最大１００万円の住宅取得祝金の支給（４１，８００千円） 

⑵　新婚世帯に対して、家賃補助等の支援を行う結婚新生活支援補助金の交付 

　（地域少子化対策重点推進交付金対象事業　２，４００千円） 

⑶　新婚世帯・転入子育て世帯へ食の支援を実施（３，９６０千円） 

⑷　婚活イベントの開催 

★⑸　奨学金返還支援の実施（１６，０００千円） 

 

エ　交通対策事業（１１４，８８３千円） 

 　(ｱ)　高齢者等の移動手段確保のため、思いやりタクシーの運行助成や思いやりバスの運行を行う。 

 　(ｲ)　生活交通路線維持のために、廃止代替バス等の運行費を助成する。 

★(ｳ)　公共交通の利用向上及び利便性を図るため、市が指定する地区内の運行をコミュニティ協議会

へ委託し、共助によるモデル事業を４地区で実施する。 

 

●オ　南九州畜産獣医学拠点事業（３７,９３７千円） 

スクラブは、令和６年４月の運営開始以来、全国からの獣医学生約 400 名を含む、延べ約 43,000 人

が来場している。中でも、大学や企業等と連携して開催している SKLV セミナーは、約 2,900 人が参加
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し、地域の基幹産業である農畜産業に関する知識や技術等の向上に寄与している。継続して開催し、

より多くの住民に参加いただけるように努め、最新の防疫対策等をテーマとして取扱うことで、産業

振興・地域活性化に繋がる取組を進める。 

運営については、一般財団法人 SKLV そおによる指定管理のもと、効果的かつ効率的な維持管理を行

い、運営開始から２年間で把握された課題を整理し、その解決に向けて大学をはじめとする関係機関

と協議を行い、今後の運営に反映させていく。 

 

カ　山中貞則顕彰記念事業（１１，５３０千円） 

故山中貞則氏の功績を広く後世に伝えるとともに、次代を担う若者の勉学修行の場、市民の研修・

憩いの場として活用する。 

 

キ　地域おこし協力隊事業（９,３６５千円） 

現在、大学の畜産学部で農畜産業を学んだ者と、獣医師として馬の臨床診療経験を持つ者の２名の

隊員が、それぞれの経験や強みを生かし、南九州畜産獣医学拠点(「SKLV」(スクラブ))を拠点に活動

し、市や地域の魅力を発信している。今後は、より一層地域に溶け込み、多様な地域活性化に資する

取組を展開していく。 

 

ク　自治会活動への支援（９０，８７５千円） 

　 (ｱ)　協働社会の充実と助け合う地域づくりを推進し、安心して生活できる地域づくりの確立と自治

活動の基盤整備を促進する。 

⑴　自治会振興助成金の交付（４７，０６６千円） 

⑵　自治会統合に対する助成（２００千円） 

⑶　自治会加入促進助成金の交付（１，５００千円） 

⑷　自治公民館建設・改修、備品購入等に対する助成（３，４５０千円） 

⑸　集落支援員の配置（８，６５２千円） 

●⑹　地域コミュニティ協議会交付金及び設立準備委員会補助金（２９，３０４千円） 

⑺　市職員による自治会相談員制度の定着（３４１千円） 

 

ケ　共生協働推進事業（４，０５７千円） 

 (ｱ)　地域住民が、元気でいきいきとした生活ができるための市民提案型地域づくり活動を支援する。 

 (ｲ)　市民提案内容において、「テーマ自由型」と「地域チャレンジ型」に分けて活動を支援する。 

 

コ　企業誘致対策事業（４７，７９０千円） 

 (ｱ)　新たな工業団地整備に向けた適地選定と開発計画の策定及び、関係機関や都市部の拠点と連

携し、本市の産業構造に合った企業の誘致を推進します。 

★⑴　産業用地整備アドバイザリー業務委託 

⑵　企業誘致支援員配置 

 (ｲ)　誘致企業への雇用及び設備投資等の助成を行う。 

⑴　雇用促進補助金の交付 

⑵　工場設置補助金の交付 

⑶　企業人材育成補助金の交付 

(ｳ)　地域企業と連携し産業振興を図る。 

企業の人材確保を支援するため、企業が行うインターンシップ経費の一部を市が補助し、企業

の魅力発信と早期離職の防止を図る。 

★⑴　インターンシップ促進補助金の交付 
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【財政課】 
 
●ア　財政運営の健全化 
　　様々な行政サービスを行うには、将来にわたって健全な財政を維持する必要があることから、今後 

も、国や県等の施策を注視しながら、総合振興計画や財政計画等に沿って、歳出の合理化、効率化、 
重点化など、財政健全化に向けた全庁的な取り組みを行うとともに、将来を見据えた財政運営に努める。 

 
●イ　公共施設等総合管理計画の策定（３，９５９千円） 

市内公共施設等の全体を把握し、更新・長寿命化などを計画的に行うことによる、財政負担の軽減・
平準化及び最適な配置を実現するために策定された本計画は、令和８年度で終期を迎えることから、令
和９年度から 10 年間を計画期間とした新たな計画を策定する。 

 
ウ　入札契約 
　透明性の確保及び公正な競争を促進するとともに、地域経済の活性化及び有資格業者の手持ち工事 
の状況など総合的に勘案し、市内業者の受注機会の確保を図り、入札・契約を適正に執行する。 

　昨年導入した電子契約システムの活用を推進し、今後も電子化による事務の効率化を図る。 

 

 

【税務課】 

 

ア　納税の啓発 

イ　適正かつ公平な課税  

　★家屋全棟調査業務委託　(４７，１９０千円) 

　　固定資産税の課税台帳と現況を比較照合し、公正な評価を実施する。 

ウ　収納率向上と未納額の早期解消へ向けた、滞納者に対する十分な調査及び滞納処分の強化 

 

 

【市民環境課】 

 

ア　戸籍・住民基本台帳・国民年金事務 

●(ｱ)　戸籍・住民基本台帳事務は、出生、死亡、婚姻、転入、転出などのライフイベントに関する手続や、

身分及び住居に関する証明書を発行する事務であることから、利用者に対して正確かつ迅速な対応に

努めるとともに、本庁南棟庁舎開庁時に導入した総合窓口を活用し、証明書の一括発行や住民異動手

続のワンストップサービスを充実させ、住民サービスの向上を図る。 

  　（６９，０３６千円） 

　(ｲ)　国民年金事務は、国民年金制度の適用及び給付事務を適正に実施し、相談事務や広報活動を通じて

制度の周知を図る。 

　　（４，３５７千円） 

 

イ　環境衛生事務 

●(ｱ)　ごみ処理施設であるクリーンセンターの適正な運転及び効率的運営を行う。（２６２，４４３千円） 

　(ｲ)　資源ごみのリサイクル化とごみの減量化及び環境保全への取組を強化する。（２１７，１２８千円） 

　(ｳ)　曽於市斎苑の適正な管理と火葬業務の円滑な運営に努める。（４４，０８３千円） 

  (ｴ)　曽於北部衛生処理組合負担金（１０６，１５０千円） 
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【福祉介護課】 

 

ア　社会福祉（１０７，８７１千円）          

(ｱ) 医療・介護・福祉・年金等さまざまな相談やニーズに対応するため、民生委員・児童委員の方々 

と連携し、市民総ぐるみによる福祉活動の推進及び地域福祉を推進する。 

⑴　民生委員費 

　　⑵　地域自殺予防対策強化事業 

　　⑶　生活困窮者自立支援事業 

　　⑷　生活困窮者自立支援居住支援事業費 

　　⑸　生活困窮者自立支援就労準備支援事業費 

　　⑹　生活困窮者自立支援家計改善支援事業費 

　　⑺　生活困窮者自立支援子ども学習支援事業費 

　　⑻　芙蓉之塔管理費 

　　⑼　成年後見制度利用支援事業 

　　⑽  DV 被害者支援事業 

 

イ　高齢者福祉（１，２６６，６２９千円） 

  (ｱ)　高齢者が住み慣れた地域で安心した生活ができるような支援体制を充実する。 

　　⑴  訪問給食サービスの提供 

 　 ⑵  訪問専門員による見守り活動の充実や地域が自ら行う在宅福祉アドバイザーや新聞販売所等の 

ネットワークを通じた見守り活動の促進 

　 ⑶　在宅での介護支援や住宅改造の支援 

   ⑷　聴力機能低下により日常生活に支障がある高齢者に対して補聴器購入の補助 

  (ｲ)　高齢者が自分の能力や特技を活かし地域に貢献し生きがいの持てる地域社会を構築する。 

  (ｳ)　市政発展に寄与された高齢者の功労を讃える取り組みを行う。 

　　⑴　敬老祝金を７５歳以上の方々へ全員支給 

         

ウ　障害者福祉（１，８２３，５５９千円） 

  (ｱ)　身体障害、知的障害、精神障害及び難病患者等を対象とした障害者総合支援法に基づき、在宅サー

ビスや施設入所等の充実を図り、福祉の向上を促進する。 

 (ｲ)　重度心身障害者医療費助成事業や特別障害者手当の支給などによる障害者及び家族が安心して暮

らせる事業を継続する。 

エ　生活保護（５１１，１１１千円） 

  (ｱ)　保護対象世帯の資産の活用状況や扶養義務者の把握など実地調査に基づく適正な保護事務を行う

とともに、その世帯の状況にあった生活や病状、教育等の支援を実施する。 

  (ｲ)　就労支援員や面接相談員の積極的な助言、指導により保護世帯等の自立を促進させる。      

 

オ　介護保険（５，６４３，０１７千円） 

(ｱ)　介護給付 

　　　 高齢者が住み慣れた地域で、安心して、その人らしい生活が継続できるよう介護サービスの充実と　

適正な給付を図る。 

 (ｲ)　地域支援事業 

  　⑴　地域包括支援センターの機能充実を図るため市との連携を深める。 

　　⑵　認知症対応型のグループホームに入所している低所得高齢者の負担軽減を図るために、家賃等の

一部助成を引き続き実施する。 

　　⑶　地域福祉相談センターと地域包括支援センター及び生活支援コーディネーターとのより一層の

連携・協力体制の整備を図る。 

　　⑷　独居老人等の要援護者支援対策として、地域で安心して生活できるよう緊急通報装置（コールセ　

- 13 -



ンター２４時間対応、見守りの為の専用機器の設置）の普及を図る。 

⑸　高齢者のニーズや介護の状態にあった多様なサービスを提供し、重度化防止を図る。 

⑹　認知症高齢者等見守りシール交付事業 

認知症の方が行方不明になった際に、発見者が衣服等に貼付した QRコードを読み取り、本人の情

報を Web 上で家族と共有し、早期の帰宅につなげる QRコード付シールを交付する。 

 

 

【保健課】 

 

ア　健康増進対策（１５３，４６９千円 ）     

  (ｱ)　各種保健事業を実施する。 

  ●⑴　早期発見・早期治療を目的に各種検診の受診率向上を図るために、従来の集団検診に加えて 

医療機関での個別検診（胃がん、大腸がん、子宮がん、乳がん）の委託拡大を図る。また、曽

於市 LINE を活用しての受診勧奨を実施し、受診率向上を図る。 

　　⑵  子宮がん、乳がんの節目対象者に対して無料クーポンを発行し、受診率向上を推進する。 

　　⑶　介護予防・フレイル対策・認知症予防対策については、担当する部署が横断的にかつ一体的に取

り組み、住み慣れた地域で必要な医療や支援を活用しながら、自立した生活を送れるよう支援す

る。　 

  (ｲ)　そお生きいき健康センター、財部保健福祉センター、財部温泉健康センター、メセナ住吉交流 

センターの活用を促進する。 

　　⑴　乳幼児から高齢者までの健康増進及び福祉の向上を目的とする各種事業の充実を図る。 

　　⑵　健康運動指導士等の配置や充実したトレーニング機器を活用した多様な健康づくり事業の提供

を行う。 

 

イ　感染症予防事業（６０，９００千円） 

  (ｱ)　感染症の蔓延を防ぎ、 住民の健康の保持を図るため予防接種を実施する。 

　(ｲ)　結核の早期発見・早期治療のため、結核検診を実施し感染の予防を図る。 

   

ウ　地域医療支援（８１，７０７千円） 

  (ｱ)　救急医療等の医療の確保及び医療従事者の養成力の充実を図るため、医療施設等負担金を交付する。 

  (ｲ)　救急患者搬送のための医療体制整備を強化し、安定した運営と市民生活の向上を図る。　 

★(ｳ)　小児科施設支援及び運営費補助金を交付し、市民が安心・安全に生活できる医療体制の整備に努め

る。 

 

エ　国民健康保険・後期高齢者医療（６，２０５，８０２千円） 

●(ｱ)　医療費の適正化対策や健康長寿を目指して、特定健康診査及び特定保健指導に努めるとともに、Ｃ

ＫＤ（慢性腎臓病）対策等を推進し、生活習慣病の発症・重症化の予防などにより、医療費の適正

化を図る。 

(ｲ)　受診しやすい体制整備やがん検診受診率の向上を図るために、特定健診とがん検診等を組み合わ 

 　  せた総合健診及び個別健診の拡充を図る。 

(ｳ)　保険税の負担軽減を図るために、市単独の一般会計繰入を実施する。 

  (ｴ)　７５歳以上の後期高齢者医療制度については、できる限り長く在宅で自立した生活を送ることの 

できる高齢者を増やすために、長寿健診や長寿健診要医療者訪問指導事業等を実施する。 
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【こども未来課】 

 

ア　児童福祉（５２４，７７３千円） 

　 　 妊娠期から出産・子育て期までの様々なニーズに即した支援を行う。 

　　⑴　出産祝金支給事業 

　　⑵　ひとり親家庭医療費助成事業 

　　⑶　母子家庭等就労支援対策事業 

⑷　父子・母子家庭等に対する児童扶養手当の支給 

　  ⑸　妊婦支援給付金（出産・子育て応援給付金） 

⑹　放課後児童クラブへの支援の継続 

　　⑺　地域子ども・子育て支援事業 

●⑻こども家庭センターの機能拡充 

全てのこどもとその家庭及び妊産婦等を対象に母子保健・児童福祉の両機能が一体的に切れ目なく、

包括的・継続的な支援を行い、関係機関等と連携して子育てに困難を抱える家庭の養育環境を整える

体制強化を図り、こどもの健全育成支援、児童虐待の予防に努めます。 

 

イ　児童手当等（７８４，４２７千円） 

　　　児童手当及び児童扶養手当を支給し、子育て世帯への支援を行う。 

 

●ウ　子ども・子育て支援給付（１，５８１，６１５千円） 

　　　保護者の育児への負担軽減措置を拡充します。 

　　⑴　全年齢での保育料の無償化の継続 

　★⑵　子育て家庭おむつ等支給事業 

　　　　出生届出時から１歳児相談時までの乳幼児を対象に紙オムツ等を支給する。 

 

エ  母子歯科保健事業（３３，４０５千円） 

　　妊産婦及び乳幼児等に対して、各種相談や、健康の保持・増進に関する事業を実施することにより、

地域における妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援等を推進します。 

　  ⑴アプリを利用した医療相談の継続 

　★⑵子育て支援（母子手帳）アプリの新規導入 

　  ⑶遠方の分娩施設への交通費等支援事業の拡充 

 

●オ　子ども医療費助成事業（１１８，７２５千円） 

  　　高校３年生相当時までの医療費の無料化を継続して実施する。 

 

カ  予防接種事業  （５９，７１９千円） 

　　各種予防接種費用の全額又は一部自己負担金の助成を行い、疾病の流行を防止する。 

 

 

【農業委員会】 

 

＜組織理念：かけがえのない農地と担い手を守り、力強い農業をつくるかけ橋＞ 
 
ア　農地の確保と有効利用の促進等に係る活動の積極的な展開（５，９３５千円） 
  (ｱ)　認定農業者等担い手の経営改善に対応した農地の利用集積を促進する。 
  (ｲ)　耕作放棄地全体調査で確認した遊休地（要活用農地）に関する有効活用の啓発と利用促進する。 
 

イ　農業従事者の将来の生活安定ための農業者年金への新規加入の促進（２５０千円） 
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【農政課】 

 
ア　農業の振興（６１９，３５６千円） 
●(ｱ)　これからの農業を担い支える新規就農者や農業後継者の確保・育成を図る。 

   (ｲ)　園芸作物の各品目の栽培面積の維持拡大と輪作体系の確立を図る。 
●(1)サツマイモ基腐病対策の取り組みを継続する 
★(2）生産コスト削減のためのスマート農機等への支援で生産性の向上を図る。 

   (ｳ)　良質堆肥による健全な土づくりを基本とした環境保全型農業を推進する。 
　 (ｴ)　畑かん水利用による品質の向上や作柄の安定による産地化を推進する。 
   (ｵ)　安全・安心でクリーンな茶づくりの推進で茶業振興を図る。 
　 (ｶ)　ゆずの産地形成に向けた取組みを支援する。 

(ｷ)　農業公社の受委託作業とコントラクター事業を拡充させ農業経営の安定化を図る。 
   (ｸ)　農地中間管理事業による担い手への農地集積による効率的利用により生産性を向上する。 

●(ｹ)　有害鳥獣による農作物被害防止のため、有害鳥獣捕獲等への支援と被害防止対策への推進する。 

 

 

【商工観光課】 

 
ア　商工業の振興（１２６，７２５千円） 
  (ｱ)　商工会などの関係機関や団体と緊密な連携を図り、地元商工業の活性化を推進する。 
　●⑴　商工業新規就業者補助 
　　　　（５５歳までの対象者の年齢制限と所得制限を撤廃） 
　　⑵　店舗新築・改築補助 
　　⑶  商工業者設備資金・運転資金利子補給補助 
　　⑷　地域商品券発行事業　 
  (ｲ)　農林産物のブランド確立を推進する。 
  　⑴　特産品のＰＲ及び認知度向上、認証品目の拡充と販路拡大の促進 
  　⑵　新規農林産物、加工品等の特産品開発の推進 
 
●イ　思いやりふるさと寄附金推進事業（３，０１７，８１８千円） 
　(ｱ）本市まちづくりのため、思いやりふるさと寄附金推進事業を重点的に推進する。 
　　⑴　寄附者のニーズに合った返礼品開発や新規事業所の開拓、効果的な広告等の実施により、思いや

りふるさと寄附金の更なる増額を図る。 
⑵　ふるさと納税寄附者へ返礼品を贈呈することで、本市の全国的なＰＲと地域活性化を図る。 

 
ウ　観光の振興（１３４，８５５千円） 
  (ｱ)　一般社団法人観光協会や道の駅など関係団体との連絡協調のもと、観光資源の保存開発及び特産

品の生産と販売事業を推進する。 
    ⑴　（一社）市観光協会助成事業（３７，２３１千円） 
　　⑵　大隅広域観光推進事業 
　　⑶　観光関連イベント助成事業 
　　⑷　３か所の道の駅の施設管理運営 

    ⑸　２か所のキャンプ場の施設管理運営（３３，５７０千円） 

 

 

【畜産課】 

 
ア　畜産の振興（２５８，５９９千円） 
●(ｱ)　畜産振興協議会による畜産振興と経営基盤の強化促進を図る。 
　　⑴　優良種畜の導入保留の確立・改良増殖対策及び組織の強化育成 
  (ｲ)　生産牛・肥育牛の素牛導入や経営改善等に伴う資金借入に対する農家負担を軽減するため、無利 

子貸付事業や利子補給補助を実施する。 
　　⑴　畜産経営維持緊急支援対策資金等の利子補給補助金 
    ⑵　畜産振興基金による無利子の貸付事業 
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●(ｳ)　畜産生産基盤施設を整備するため、助成事業を拡充し実施する。 
　　⑴　省力化と多頭化が期待されるパドック式牛舎設置への助成 
　　⑵　既存牛舎の改造・増築への助成 
　　⑶　家畜排泄物の適正な管理及び環境保全に配慮した堆肥舎・尿溜槽の建設への助成 
　　⑷　資源リサイクル畜産環境整備事業による施設等整備への補助金 

⑸　畜舎附帯設備への助成 
　(ｴ)　家畜防疫及び環境保全対策事業を実施する。 
    ⑴　法定伝染病の侵入防止と家畜防疫を図るために消毒薬を配布する。 
●(ｵ)　繁殖雌牛飼養頭数の確保を図るため繁殖雌牛導入保留対策事業を継続する。 
　　　（１頭当たり３０千円、１戸当たり１５頭を限度） 

  (ｶ) 肥育農家の飼料価格高騰による収益性の悪化を補てんするための肥育素牛導入保留対策事業を継

続する。（１頭当たり３０千円、１戸当たり４０頭を限度） 

 

 

【耕地林務課】 

 
ア　農業生産基盤の整備（６７５，４２５千円） 
 　 農業の生産性を高め、農業経営の安定を図るため、ほ場整備、農道整備、農業用用排水施設整備など、

農業の持続的発展を支える基盤の整備に努めるとともに、効果的な防災・減災対策事業の活用により、
災害に強い農村づくりを進める。 

　(ｱ)　国県補助事業及び市単独事業による農地、農業用施設の整備 
　　 ⑴　農道等維持補修費 
　　 ⑵　かごしまの農業未来創造支援事業 
　　 ⑶　市単独土地改良事業費 
　 　⑷　土地改良施設維持管理適正化事業 
　　 ⑸　農業水路等長寿命化・防災減災事業 
　　 ⑹　基幹水利施設管理事業 
　　 ⑺　水利施設等保全高度化事業 
  　 ⑻　電源立地地域対策交付金事業 
　　 ⑼　農地耕作条件改善事業 
　　 ⑽　緊急自然災害防止対策事業 
●(ｲ)　県営土地改良事業による農地、農業用施設の整備 
     ⑴　畑地帯総合整備事業　曽於北部地区 
　   ⑵　農村地域防災減災事業（シラス対策）竹山地区 
　　 ⑶　農村振興総合整備事業　末吉地区 
　　 ⑷　農地整備事業（畑地帯担い手支援型）大隅南地区 
     ⑸  農山漁村地域整備交付金農地整備事業 曽於北部地区 
 　　⑹　中山間地域農業農村総合整備事業 第二大隅地区 
 　　⑺　農地中間管理機構関連農地整備事業 七村地区 
 　　⑻　農業水路等長寿命化・防災減災事業 大隅田地区、笠木原用水路地区 
　 　⑼　農村地域防災減災（ため池整備）事業　寺園池地区 
　 
●(ｳ)　畑地かんがい事業の推進 
　　 　曽於北部地区と大隅南地区で県営事業を実施中であり、今後も関係機関と連携し、給水栓設置 

及び散水器具の導入推進を図る。 
　　　 また、国営事業で造成された曽於東部地区の中岳ダム及び曽於北部地区の谷川内ダムの管理に 

 ついては、曽於東部及び曽於北部土地改良区と協力しながら、基幹水利施設管理事業等を活し、 
適正な維持管理に努める。 

●(ｴ)　多面的機能支払交付金の活用による地域資源保全の推進 
農業・農村の有する自然環境の保全、良好な景観形成等の多面的機能を支える地域共同活動 

（地域資資源（農地、水路、農道等）の基礎的保全活動や質的向上（長寿命化）を図る活動）に 
支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進する。 

 
イ　林業の振興（１４６，９５２千円） 
  (ｱ)  木材需要の拡大と林業生産活動の活性化を図るため、森林組合をはじめ関係機関等との連携を図り、 

適切な森林施業を通じ森林の多面的機能の保全に配慮しながら林道や作業路等の基盤整備を推進する。 
⑴  防災のための治山事業の推進（緊急自然災害防止対策事業 宮園地区、中馬場地区） 

     ⑵　林道の維持管理等の整備 
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     ⑶　市有林の計画的な伐採及び再造林等の森林整備の推進 
　 ●⑷　森林環境譲与税事業を活用し、新たな森林経営管理制度による計画的な推進体制の整備及び 
　　　 森林整備及び林業担い手対策等の推進を図る。 

　　　 ★令和８年度から地域産木材の普及・利用促進を目的として、森のおくりもの事業を新たに新設す

る。 

 

 

【土木課】 

 
●ア　バイパス道路の整備促進（２，９２４千円） 

(ｱ)東九州自動車道と地域高規格道路都城志布志道路を結ぶ道路の早期事業化の促進 
(1)都城末吉道路 
(2)曽於志布志道路 

イ　市道等の整備（道路新設改良費予算総額　６６１，６１７千円） 
　(ｱ）市道拡幅改良などにより、通学・通勤及び生活道路としての安全性向上を図るとともに、医療・福

祉・子育てなど施設の利用のための利便性向上と時間短縮を図る。 
(ｲ) 老朽化する橋などの施設を補修し、延命化により長期コストの縮減 
(ｳ) 市道排水路の整備により防災・減災を図る。 

ウ　交通安全施設の維持整備（道路橋梁費　３４，１１２千円）　 
(ｱ) 通行者等の安全を図るため防護柵の整備と区画線や外灯の維持管理 

エ　河川・砂防・急傾斜地の施設の維持及び整備(河川費予算総額　２９，０００千円) 
  (ｱ) 市管理河川の維持管理 

　(ｲ) 急傾斜地などの法面整備により安心して暮らせるまちづくり 

 

 

【まちづくり推進課】 

 
ア　都市計画事業（８０，５４４千円） 

(ｱ)　都市計画法に基づき、都市計画に関する基本的な方針である都市計画マスタープランの見直しを
行う。 

★(ｲ)　市内２１か所の都市公園の適切な維持管理を行うため、公園施設長寿命化計画の見直しを行う。 
　(ｳ)　危険性のある特殊地下壕に対し防災処理等の対策を実施する。 

(ｴ)　公民連携推進事業のリードプロジェクトとして、市営住宅建替・エリア開発事業に取り組む。　 
 
イ　公営住宅の維持管理及び計画的な修繕、定住促進のための住宅整備等（２９６，５０８千円） 
　(ｱ） 公営住宅等長寿命化計画に基づき、公営住宅の計画的な維持管理に努める。 
　(ｲ)　人口減少対策及び地域活性化対策として、市外からの転入者向けの地域振興住宅を建設する。 
　(ｳ)　住環境整備に向けた事業を推進する。 
　　⑴  がけ地近接等危険住宅移転事業の実施 
    ⑵  木造住宅の耐震診断や耐震改修工事に対する補助金の交付 
　　⑶　狭あい道路整備等促進事業の実施 
　　⑷　空き家再生等推進事業の実施 
　　⑸　危険廃屋解体撤去補助金の交付 
  　⑹　住宅リフォーム促進事業補助金の交付 

  　⑺　宅地関連等災害復旧事業補助金の交付 
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【水道課】 

 
ア　浄化槽設置整備事業（５７，１０６千円） 
  (ｱ)　合併浄化槽設置整備を推進する。 
    ⑴　整備事業区域を市内全域（下水道認可区域を除く）とし、単独浄化槽・汲取り槽から合併浄化槽

への切り替えについては、単独浄化槽・汲取り槽の撤去費及び配管費用に補助金の上乗せを実施。 
 
イ　水道事業 
  (ｱ)　水の安定供給対策を図る。 

⑴　施設を更新しながら水源多重化を図り、安定供給に努める。 
　★⑵　DX 推進事業スマートグラス 
 
ウ　公共下水道事業 
　(ｱ)　平成９年に開始した工事が計画面積 200ｈａを概成し、今後は接続率の向上に努める。 
　　⑴　施設の適正な維持管理を行いながら、市のホームページや広報誌等を活用し、下水道接続を推進

する。 
 
エ　小規模水道事業（４６，２３５千円） 
　(ｱ)　小規模水道において、安全で良質な飲料水の使用促進と日常生活の改善合理化を図る。 
　　⑴　小規模水道施設整備費補助金 

⑵　飲料水水質検査補助金 
⑶　家庭用飲用井戸等整備費補助金 

★⑷　小規模水道基本構想策定業務委託 

 

 

【教育委員会】 

 
＜基本理念＞　個性豊かな教育と文化のかおるまちづくり 
 
＜基本目標＞ 
    「みんなが主役　学びで広がる　曽於の人づくり」 
 
 

【教育総務課】 

 
ア　学びを支える教育環境の実現 
  (ｱ)　安全・安心な学校施設の整備と適切な維持管理、ＩＣＴ機器の充実 
　 　⑴　ＩＣＴ機器や学習に必要な備品の整備、教諭等の校務パソコンの整備（６５，１５３千円） 

⑵　既存校舎等の適切な維持管理や部分改修による危険除去工事等の実施 
●⑶　末吉小学校改築事業（１，７２１，３９４千円） 
★⑷　末吉中学校大規模盛土対策工事（１６６，６１４千円） 

　   ⑸　学校教諭の業務を支える学校主事の配置 
  (ｲ)　保護者の負担軽減 
   　⑴　遠距離通学者への通学補助（２，８５３千円） 
     ⑵　スクールバスの運行（９８，５７８千円） 

⑶　中学校部活動等の各種大会出場補助（７５０千円） 
⑷　育英奨学資金制度の適正な運用 
⑸　就学援助費制度による適正な給付（１２，９０５千円） 

　 ★⑹　スクールスタートアップ事業（２５，０００千円） 
　　　　 新１年生として小中学校等へ入学する児童生徒が円滑に新たな学校生活を送るための支援 
　(ｳ)  安全でおいしい給食の提供と食育の推進（３４３，８８５千円） 
     ⑴　地産地消と献立内容の充実による食育の推進 

⑵　学校給食センターの適切な維持管理（１８１，５５０千円） 
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●⑶　給食費の完全無償化及び地元産ゆず消費拡大補助（１６２，３３５千円） 
　(ｴ)  曽於高等学校の教育活動等の支援（１５，２９２千円） 

⑴　遠距離通学の支援、新たに単車・送迎支援の追加 
⑵　資格取得費の支援 

     ⑶　大学等進学希望者への大手予備校受講支援 
⑷　全生徒を対象としたインターネット学習支援システムの導入支援 

     ⑸　笑顔輝き夢かなう事業への支援（広報ＰＲ等） 

 

 

【学校教育課】 

 
ア　自律する力と共感する心を育てる学校教育の充実（２０５，２６９千円） 
  (ｱ)  学力向上 
　●⑴　教育センターによる曽於市の教育に関する調査研究及び普及 
　●⑵　ＩＣＴ支援員の配置、電子黒板や児童生徒一人一台のタブレット端末の活用 
    ⑶　ＡＬＴ（外国語指導助手）や外国語指導員の配置 
    ⑷　教職員研修への支援 
    ⑸　英語検定への補助 
  (ｲ)  生徒指導 
　　⑴　スクールソーシャルワーカーの派遣 
　　⑵　スクールカウンセラーの配置 
　　⑶　教育支援センター(旧適応指導教室）での指導・相談 
  (ｳ)  特別支援教育 
　　⑴　特別支援教育支援員による支援 
　　⑵　発達検査等支援 
　　⑶　巡回通級指導支援 
 (ｴ)  学校経営の充実 

  　⑴　学校経営支援事業 
　　⑵　特認校活動支援補助金 

⑶　校務支援システム及び校務共有ソフトの活用 

 

 

【生涯学習課】 

 
ア　社会教育・生涯学習の充実（３１６，９８５千円） 
　(ｱ)　社会教育分野    

青少年の健全育成・地域の教育力向上 
  ⑴　青少年リーダー研修事業    
⑵　青少年交流事業（友好都市青少年交流事業・鶴岡市） 

　⑶　青少年海外研修派遣事業 
　⑷　地域学校協働活動等の充実 
　⑸　社会教育関係団体への活動支援 
(ｲ)　生涯学習分野 

　　　　ともに学び触れ合い、自己実現を可能にする生涯学習の推進 
  ⑴  曽於市総合大学の開催 
　⑵　自主文化事業の開催　 
⑶　市立図書館の充実 

  ⑷  吉井淳二記念大賞展開催 
　　　　　「絵のまち　曽於」らしい文化活動の振興 
　(ｳ)　文化財分野 
　　　　郷土の伝統・文化の継承 

  ⑴  文化財の保存と活用 
　⑵　無形民俗文化財への支援 
⑶　歴史民俗資料館の展示の充実 
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★⑷　曽於市史編纂事業（５，３８６千円） 
イ　市民の健康づくりと生涯スポーツの振興（２０７，９３０千円） 
  (ｱ)　保健体育分野 
　　　　健康で活力あふれた生涯スポーツの推進 

　⑴　ニュースポーツ大会等の開催 
　⑵　スポーツ関係団体の育成支援と競技スポーツの振興 

 ★⑶　部活動地域展開推進事業（１０，３３３千円） 
  ⑷  社会体育施設の計画的・年次的な改修の実施 
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⑷　特別会計 
 
　①　国民健康保険特別会計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算編成概要） 

　国民健康保険制度は、長期的な安定運営を確保していくため、逐次、法改正が行われ、

平成３０年度からは県が財政運営の責任主体として、国保運営の中心的な役割を担うこと

になり市町村と共同で運営しています。 

　予算編成については、国民健康保険制度の使命とその性格に鑑み、これまでの実績を基

に、療養給付費、療養費、高額療養費、国民健康保険事業納付金等を推計し、これを賄う

に足りる保険税を公平かつ適正に賦課徴収することを旨としています。 

　また、療養諸費等は、年間平均の世帯数を５，４２６世帯、被保険者数については７，

９９４人と見込んだところです。 

　市民一人ひとりが健康であることが医療費の引き下げにつながるものであり、特定健康

診査等の目的を達成することと併せて、被保険者の健康づくりへの意識高揚に努めるとと

もに、収支両面にわたる経営改善についても一層努力してまいります。 

  予算総額は、５，４２８，６３６千円となり、令和７年度当初予算に対して、１４，９１

５千円、０．３％の減となりました。 

 

 

 

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 国民健康保険税 637,491 11.8 610,277 11.2 27,214 4.5

2 使用料及び手数料 110 0.0 110 0.0 0 0.0

3 国庫支出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

4 県支出金 4,168,249 76.8 4,166,584 76.6 1,665 0.0

5 財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 繰入金 570,774 10.5 614,562 11.3 △ 43,788 △ 7.1

7 繰越金 50,000 0.9 50,000 0.9 0 0.0

8 諸収入 2,011 0.0 2,017 0.0 △ 6 △ 0.3

5,428,636 100.0 5,443,551 100.0 △ 14,915 △ 0.3

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 75,147 1.4 78,057 1.4 △ 2,910 △ 3.7

2 保険給付費 4,091,889 75.4 4,099,910 75.3 △ 8,021 △ 0.2

3 国民健康保険事業費納付金 1,176,441 21.7 1,177,356 21.6 △ 915 △ 0.1

4 共同事業拠出金 0 0.0 3 0.0 △ 3 △ 100.0

6 保健事業費 67,648 1.2 71,591 1.3 △ 3,943 △ 5.5

8 公債費 617 0.0 617 0.0 0 0.0

9 諸支出金 3,152 0.1 3,262 0.1 △ 110 △ 3.4

10 予備費 13,742 0.2 12,755 0.3 987 7.7

5,428,636 100.0 5,443,551 100.0 △ 14,915 △ 0.3

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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　②　後期高齢者医療特別会計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算編成概要） 

　平成２０年度から施行された７５歳以上(６５歳以上の一定の障害のある方を含む)を対

象とした後期高齢者医療制度は、現役世代と高齢者がその負担能力に応じて公平に負担し、

医療の給付等に資する事を目的としています。 

　また、各県の後期高齢者医療広域連合が保険者となり、保険料の制定や医療費の支払等

を行い、県内公平な賦課が行われているところです。 

　市町村の業務は、個々に賦課される保険料の収納と資格及び給付に関する申請受付等の

窓口業務が主となっています。保険料の収納に当っては特別徴収が主であり、特別徴収が

できない方については普通徴収となっています。 

　令和８年度における後期高齢者医療特別会計予算については、２年毎に実施される保険

料率の改定及び子ども・子育て支援金の創設に伴い、令和８年度の保険料率は所得割率１

１．９７％、均等割額７１，２００円であり、年間平均の被保険者数を７，７８７人とし

て保険料等を見込みました。 

　予算総額は、７７７，１６６千円となり、令和７年度当初予算に対して、６７，４０９

千円、９．５％の増となりました。 

 

 

 

 

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 後期高齢者医療保険料 480,991 61.9 419,845 59.2 61,146 14.6

2 使用料及び手数料 11 0.0 11 0.0 0 0.0

4 繰入金 292,564 37.6 286,299 40.3 6,265 2.2

5 繰越金 500 0.1 500 0.1 0 0.0

6 諸収入 3,100 0.4 3,102 0.4 △ 2 △ 0.1

777,166 100.0 709,757 100.0 67,409 9.5

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 21,418 2.8 26,870 3.8 △ 5,452 △ 20.3

2
後期高齢者医療広域連合
納付金

752,698 96.8 679,836 95.8 72,862 10.7

3 諸支出金 3,050 0.4 3,051 0.4 △ 1 △ 0.0

777,166 100.0 709,757 100.0 67,409 9.5

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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　③　介護保険特別会計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算編成概要） 

　介護保険制度は、加齢等に伴って要支援あるいは要介護状態になっても必要なサービス

を総合的かつ一体的に提供することにより、その人の能力に応じて自立した日常生活が営

めるよう、国民みんなで支えあう仕組みとして定着してきました。この間、より実態に即

した制度となるよう幾度となく改正が行われてきましたが、令和８年度も住みなれた地域

で、いつまでも安心して暮らし続けていくことができるよう、引き続き、サービスが必要

となった際の介護給付や予防給付と、地域支援事業を展開してまいります。 

　予算総額は、５，６４３，０１７千円となり、令和７年度当初予算に対して８１，６３

０千円、１．５％の増となりました。 

 

 

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 保険料 848,162 15.0 835,096 15.0 13,066 1.6

2 使用料及び手数料 17 0.0 20 0.0 △ 3 △ 15.0

3 国庫支出金 1,553,069 27.5 1,526,514 27.5 26,555 1.7

4 支払基金交付金 1,442,822 25.6 1,429,430 25.7 13,392 0.9

5 県支出金 786,256 14.0 778,436 14.0 7,820 1.0

6 繰入金 981,006 17.4 960,368 17.3 20,638 2.1

7 繰越金 30,000 0.5 30,000 0.5 0 0.0

8 諸収入 6 0.0 6 0.0 0 0.0

9 分担金及び負担金 1,020 0.0 1,128 0.0 △ 108 △ 9.6

10 財産収入 659 0.0 389 0.0 270 69.4

5,643,017 100.0 5,561,387 100.0 81,630 1.5

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 162,254 2.9 145,468 2.6 16,786 11.5

2 保険給付費 5,209,000 92.3 5,161,000 92.8 48,000 0.9

3 地域支援事業費 245,884 4.4 240,844 4.3 5,040 2.1

4 基金積立金 660 0.0 390 0.0 270 69.2

5 公債費 411 0.0 411 0.0 0 0.0

6 諸支出金 6,967 0.1 5,052 0.1 1,915 37.9

7 予備費 17,841 0.3 8,222 0.2 9,619 117.0

5,643,017 100.0 5,561,387 100.0 81,630 1.5

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 分担金及び負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

2 使用料及び手数料 25,573 42.9 30,689 47.2 △ 5,116 △ 16.7

3 国庫支出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

4 県支出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

5 財産収入 39 0.1 19 0.0 20 105.3

6 繰入金 33,934 57.0 34,307 52.8 △ 373 △ 1.1

7 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

8 諸収入 2 0.0 2 0.0 0 0.0

9 市　債 0 0.0 0 0.0 0 0.0

59,549 100.0 65,018 100.0 △ 5,469 △ 8.4

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 44,210 74.3 48,598 74.7 △ 4,388 △ 9.0

2 生活排水処理事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 公債費 14,839 24.9 15,920 24.5 △ 1,081 △ 6.8

4 予備費 500 0.8 500 0.8 0 0.0

59,549 100.0 65,018 100.0 △ 5,469 △ 8.4

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率

　④　生活排水処理事業特別会計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算編成概要） 

　河川や湖沼などの公共用水域の水質汚濁の主な原因は、家庭から未処理で排出される台

所や風呂などの生活雑排水によるものであり、その適正な処理を図ることを目的に、財部

地区では浄化槽市町村整備推進事業に着手し事業を推進してまいりました。 

　事業開始の平成１４年度から令和３年度までの２０年間の計画期間を終了し、この間の

設置基数は、１，１０９基となり当初の目的を達成したことや市内の浄化槽整備推進制度

を統一するため、令和３年１２月議会で条例改正を行いました。 

　この条例改正により、令和４年度から市町村設置型による浄化槽の新設を終了し、設置

後１０年を経過した浄化槽について設置年度の古いものから順次所有者へ無償譲渡を行っ

ているところです。 

　令和８年度も引き続き、１０年経過した浄化槽について無償譲渡を行う計画です。 

　予算総額は、５９，５４９千円となり、令和７年度当初予算に対して、５，４６９千円、

８．４％の減となりました。  
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⑸　企業会計 
 
　①　水道事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算編成概要） 

　水道事業は、市民が健康で豊かな生活を営む上で、良質かつ安全で安定した水の供給が

常に求められているところです。 

　令和８年度予算は、令和６年度実績及び令和７年度実績見込みを基に編成しました。施

設整備は、管路の更新が主なものです。 

  令和８年度は、業務予定量として給水戸数を１４，９１４戸、年間給水量３，１８９，

３４８立方メートル、1 日平均給水量８，７３８立方メートルを予定しています。 

 

（収益的収入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業収益 487,559 86.6 494,093 86.0 △ 6,534 △ 1.3

２　営業外収益 75,295 13.4 80,139 14.0 △ 4,844 △ 6.0

３　特別利益 10 0.0 10 0.0 0 0.0

合        計 562,864 100.0 574,242 100.0 △ 11,378 △ 2.0

（収益的支出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業費用 529,719 94.1 539,078 94.4 △ 9,359 △ 1.7

２　営業外費用 31,145 5.5 29,820 5.2 1,325 4.4

３　特別損失 1,000 0.2 1,000 0.2 0 0.0

４　予備費 1,000 0.2 1,000 0.2 0 0.0

合        計 562,864 100.0 570,898 100.0 △ 8,034 △ 1.4

（資本的収入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　企業債 171,000 66.5 160,000 69.0 11,000 6.9

２　国庫補助金 86,000 33.5 72,000 31.0 14,000 19.4

合        計 257,000 100.0 232,000 100.0 25,000 10.8

（資本的支出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　建設改良費 416,126 78.3 349,797 73.8 66,329 19.0

２　企業債償還金 115,020 21.7 124,019 26.2 △ 8,999 △ 7.3

合        計 531,146 100.0 473,816 100.0 57,330 12.1

（単位：千円、％）

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

（単位：千円、％）

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率
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　②公共下水道事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（予算編成概要） 

　公共下水道事業は、生活環境の改善と公共用水域の水質汚濁防止を目的に、平成９年度

に事業認可を受け、平成２８年度で計画面積２００ｈａを概成したところです。 

　令和８年度は、施設の維持管理及び下水道加入促進に取り組んでまいります。また、業

務予定量として接続戸数を１，８８４戸、年間排水量３６１，８３４立方メートル、１日

平均排水量１，０７５立方メートルを予定しています。

（収益的収入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業収益 47,895 19.6 47,715 19.7 180 0.4

２　営業外収益 196,199 80.4 194,394 80.3 1,805 0.9

３　特別利益 2 0.0 2 0.0 0 0.0

合        計 244,096 100.0 242,111 100.0 1,985 0.8

（収益的支出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業費用 172,673 89.2 173,547 89.3 △ 874 △ 0.5

２　営業外費用 20,421 10.5 20,126 10.4 295 1.5

３　特別損失 501 0.3 501 0.3 0 0.0

４　予備費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

合        計 193,596 100.0 194,175 100.0 △ 579 △ 0.3

（資本的収入）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　企業債 236,500 57.0 72,600 58.1 163,900 225.8

２　負担金等 2,400 0.6 2,400 1.9 0 0.0

３　補助金 175,700 42.4 50,000 40.0 125,700 251.4

合        計 414,600 100.0 125,000 100.0 289,600 231.7

（資本的支出）

予算額 予算額 増減額

（A) （B) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　建設改良費 439,126 77.9 102,500 45.7 336,626 328.4

２　企業債償還金 124,347 22.1 121,703 54.3 2,644 2.2

合        計 563,473 100.0 224,203 100.0 339,270 151.3

（単位：千円、％）

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

（単位：千円、％）

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

令和8年度 令和7年度 比　　　　　較

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率
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⑹　令和７年度 ３月補正予算 

 

会計別補正予算集計表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　令和７年度曽於市一般会計補正予算第 10 号を提案しますが、今回の補正予算 

は、それぞれの事業の確定及び執行見込みによる増減が主なもので、歳入につい 

ては、交付額の確定による地方交付税及び補助率の確定による現年発生農業用施 

設災害復旧費補助金の追加、歳出の減額に伴う市債及び財源調整による財政調整 

基金繰入金の減額が主なものです。 

　歳出については、事業費の確定及び執行見込みによる減額、実績見込みによる 

障害福祉サービス費や公定価格の改定による施設型給付費、繰上償還に伴う公債 

費の追加が主なものです。 

 

繰越明許費補正 

　【事業数】　　１２件　 

　【繰越額】　　７３６，４４４千円 

　【主な事業】　公民館管理費　　　　　　　　　　　　　　４５２，７５７千円 

　　　　　　　　市道整備事業（橋梁長寿命化修繕事業）　　　６３，２００千円 

(A) (B) (A)+(B)

千円 千円

31,302,695 △ 239,357 31,063,338

2 国民健康保険特別会計 5,469,946 △ 16,428 5,453,518

3 後期高齢者医療特別会計 716,311 △ 23,594 692,717

4 介護保険特別会計 5,869,864 △ 49,913 5,819,951

5 生活排水処理事業特別会計 65,385 △ 78 65,307

12,121,506 △ 90,013 12,031,493

567,807 △ 2,118 565,689

資本的支出 473,816 70,764 544,580

193,588 △ 58 193,530

資本的支出 224,203 0 224,203

44,883,615 △ 260,782 44,622,833

  1　一般会計

小　　　　　計

水道事業
   収益的支出

下水道事業
   収益的支出

合　　　　　計

区分
補正前額

今  回
補正額

補正後
予算額

特
別
会
計

企
業
会
計
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⑺　令和８年曽於市議会第１回定例会日程 

 

 

 

 
日　　　程 内　　　　　　　容

 
２月２０日（金）

本会議（補正予算等上程・総括質疑・委員会付託、 

施政方針・当初予算等上程）

 
２月２５日（水） 本会議（一般質問）

 ２月２６日（木） 本会議（一般質問）

 
２月２７日（金） 本会議（一般質問）

 ３月　３日（火） 

～ 

３月　４日（水）

委員会

 
３月１０日（火）

本会議（補正予算等委員会報告・審議・表決、 

　　　　当初予算等総括質疑・委員会付託）

 ３月１２日（木） 

～１８日（水）
委員会

 
３月２５日（水） 本会議（委員会報告、審議、表決）
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